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序: CTTのための運動の台頭
2008-9年の世界金融危機の結果として、通貨取引税(CTT) – より一般的には、金融取引税 – が新たな注目を集めてきた。CTTとは、すべての通貨取引に対して、製品やサービスの貿易のための資金調達や長期的資本投資に必要な取引を妨げない程度の低い税率の税を課すという単純なアイデアである。ジェームズ・トービンが1972年に、固定為替レートを定めたブレトンウッズ体制の終焉の中で、この税を最初に提唱した(トービンは後にノーベル経済学賞を受賞しているが、授賞理由はこの提案とは無関係である)。
 トービンは通貨市場の改革を主張した。通貨取引への課税は取引のコストを高めるため、不安定な金融市場をより安定的にし、国家の自律性、とりわけ国家の通貨政策の自律性を高めるだろう。CTTはしばしばトービン税を呼ばれてきたが、トービン自身は必ずしもその呼び方を歓迎してはいなかった。
トービンの提案は1970年代には無視されたが、1980年代、特に1987年10月の株価大暴落などの一連の金融危機の中で、否応なく注目されるようになった。しかし、1970年代後半以降起こった100回ほどの通貨危機の中で、もっとも深刻な危機は1990年以降に起こったものである。メキシコの危機(1994-95年)とその影響、アジア通貨危機(1997年) – これはロシアとブラジルの危機(1998年)へと拡大した – は世界を震撼させた。特に、アジア通貨危機は世界の政治的風景を変化させた。CTTを提唱する新しい、国境を超えた政治運動が出現した。CTTはATTAC(市民のために金融取引への課税を求めるアソシエーション)の名称にも取り入れられた。ATTACは1998年6月に、フランスで「ルモンド・ディプロマティク」誌を軸にして結成され、その後全世界の数十の国に拡大してきた。

CTTのための運動はまだ、国際通貨取引税という主要な目標を達成してはいないが、多くの国でこの税の導入のための運動を効果的に組織してきた。この運動は多くの国の国会や、欧州議会、さらには国連をはじめとするさまざまな国際機関でこの問題を議題に上らせてきた。カナダ(1999年)とフランス(2001年)の国会は、この税の導入をする決議を採択した。2004年6月にはベルギーの連邦議会が2段階税率バージョンのトービン税を導入する法案を採択した。この法律によると、ベルギーは、ユーロ圏のすべての国で同様の法律が制定された時点でトービン税を導入する。
2005年7月に、オーストラリアの元首相のウォルフガング・シュッセルは、EUの金融構造をより安定した独立的な基盤の上に置くために、EUトービン税を提案した。しかし、この提案は欧州委員会によって拒否され、その後は2009年まで、CTTは主に、ルラとシラクの構想(後述)との関連で、発展のための資金調達という文脈の中で、世界政治の片隅で議論されてきた。そして2009年に、CTTは強力なグローバル金融機関によって引き起こされた問題の一部を解決する可能な方策の1つとして再び登場した。
CTTの3つの異なる目的
トービンはもともと、ケインズに従って、過剰流動性と「効率的な」金融活動は短期的利益を追求する非合理的な投資に行きつくと論じていた。強力な金融の流れはまた、国家が経済政策を決定する上での自律性を失い、資源の偏った配分が全般化することにつながる。したがって「過度に効率的な国際通貨市場の車輪に砂を投げ込む」ことが必要である。

1990年代に、為替市場の幾何級数的な拡大の中で、CTTは突然、種々のグローバルな目的のための非常に有望な歳入源として登場した。たとえば、CTTは1995年にコペンハーゲンで開催された世界社会開発サミットで議論された。多くのNGOや政治家たちが、歳入源としての可能性に注目してCTTを提唱し始めた。金融危機、とくに1997-8年のアジア通貨危機と、グローバルな基金の必要によって、「トービン税」はグローバリゼーションの方向をめぐる闘争の主要な論点の1つとなった。
 

しかし、同時に、危機の影響によって、現代におけるグローバル金融の効率性や公正さが疑問視されるようになった。グローバルな相互依存性のために、金融の変動は、金融活動の恩恵に浴しておらず、金融に関連する決定や条件の変化に対して何の発言権も持たない人々の生活に大きな影響をもたらし、突然そのような人々の生活を脅かした。繰り返される金融危機の影響に耐える何百万人もの人々は、何の罪もないのに罰を受けているかのようである。2008-9年に全世界で失業者の数は2000万人以上増え、さらに5000万人が仕事を失う可能性がある。
「南」の諸国では、金融危機の貧困層に対する影響は、2005年に始まった食糧価格の急騰の影響と同様であり、全世界で新たに1億人を栄養不良と極貧の状態に追いやったと推定されている。
 金融危機は世界をミレニアム開発目標の実現から一層遠ざけた。グローバル経済危機によって引き起こされた飢餓の急拡大は「南」の諸国の最貧層の人々にもっとも大きな打撃を与えた。

正反対に、危機の原因を作った責任者たちの多くは公的な資金によって救済され、救出された。金融関係者たちは、失敗した時でさえ大した困難には直面しないようだ。逆に多くのトレーダーや、ディーラーや投資家は2008-9年のような非常に重大な金融危機の中でさえ、特権的で安楽なライフスタイルを享受し続けることができる。2008年末に米国政府によって救済されてからわずか数ヵ月後に、投資銀行ゴールドマンサックスの役員たちの給与は46%引き上げられ、平均で年50万ドル以上となった。

ある行為による利益を受け取り、それを維持するための責任を果たすのを拒否することは不当であるとみなされている。
 「利益は個人に、リスクは社会に」という原理は、社会的活動に負担について、最小限度の平等という立場から考えても公正でない。CTTの要点は、非対照的な相互依存関係を弱め、社会的活動を維持するための費用の負担をシフトさせ、危機のリスクを軽減することである。さらに、それによって得られる税収を投機家から、グローバル・カジノの影響を実際に被っている、あるいは被る可能性がある人々の生活条件の改善のために移転することができる。
しかし、トービン税に関する議論を、民主主義という共有されている理想から出発させることもできる。たとえば、トービンが国家の経済政策の自律性を擁護していることは、民主主義的自己決定権を擁護していることでもある。
同様に、もし、主要に憂慮されていた問題が、自分たちの生活が金融の活動の結果によって影響される人々が、金融をめぐる条件の変化に対して何も発言権を持たないという問題であったとすれば、この議論は実は、相互に関連している世界における市民の民主的自己決定権をめぐるものである。民主主義化はまた、権利を奪われた人々をエンパワーし、すべての人々にグローバルな集団的自己決定に参加するための平等で、実効的な権利を実現することに関わっている
グローバルな権力関係を問題にする試みは、民主主義に関する新しい問題を提起する。CTTは、自覚的であるか否かに関わらず、グローバル民主主義に関する議論をも開始していると思われる。
要約すると、CTTは次の3つの主要な目的を持っている: 

(1) 為替市場の活動を抑制し、短期資本の国際的な移動を抑制すること。CTTは金融市場を安定化させ、国家の経済政策の自律性を強化する。
(2) グローバル共有財のための基金を確立する。これは、世界的な極度の貧困の軽減、金融危機の防止と補償のメカニズム、グローバルな社会政策プログラム、グローバルなケインズ主義的経済政策などの目的を含むだろう。
(3) グローバル金融市場とそれが解き放ち、強化してきた社会的勢力に対する何らかのグローバル民主主義的な管理。

CTTの人間解放という観点からの可能性は、それが実現される方法によって決まる。CTTの多くの構想は、CTTの目的の1つにだけ焦点を当て、他の観点を排除している。ジェームズ・トービンの当初の提案は安定化と国家の自律性(1)にのみ関わっており、(2)は重要でない副産物として脇に置き、(3)についてはほとんど何にも語っていない。一部のエコノミストたちは、この点に関してはトービンに従っている。後の多くの提案は、限定された目的のためのグローバル基金の創設(2)にのみ関心を示しており、為替市場の規模や機能に実質的に影響を及ぼさない程度の低率の課税を暗黙の前提としている。
また、最近、EUによる独立的なCTTの確立について多くの提案がなされているが、それらは3つの基本的目的のどれも実現しないだろう。グローバルな基金も、金融市場のグローバルな民主主義的管理も想定されていない。「発展途上国」が欧州中央銀行の管理を受け入れることを条件としてこのシステムに参加することを求められるとすれば、そのようなCTT体制は(新)植民地主義的な金融の構造の再導入に近いものになるだろう。

 

アジア経済危機後の再評価
1997-8年のアジア危機は重要な法制度上の変更をもたらさなかった。危機に対応するために導入された新国際金融機構(NIFA)は、金融の自由化と規制緩和を一層安定的にし、正当化することを目的とした一連の政策および法規である。NIFAはこれらのプロセスやそれを導いている原則を反転させたり変更するための試みではなく、それを強化するものだった


実際、アジア危機は、米国や、IMFや、ワシントン・コンセンサスの提唱者たちが、彼らのお気に入りのモデルを「アジアの虎」に押し付ける機会を提供した。アジア的資本主義は「クローニー(縁故)」資本主義であり、腐敗しており、近親者の親密で違法なネットワークを基盤にしていると非難された。それがアジア危機の原因であると主張された。解決策は、言うまでもなく、アジア的な「クローニー資本主義」のモデルを、「自由市場」に置き換えて、金融市場が適切に機能させることだった。これはIMFの救済融資の条件でもあった。同時に、西側の企業や銀行は、アジア各国の生産手段を大バーゲン価格で買収する機会を得た(例えば、1998年にインドネシアの工場や企業のドル建てでの売値は、前年のわずか4%だった)。アジア金融危機の結果として、これらの諸国はこれまで以上に強力な新自由主義の支配下に置かれるようになった。この危機が起こるまで、これらの諸国は国際的な条件の悪化の重要な例外となっていたが、これ以降は、主要な例外は中国である。


アジア危機は、危機に直面した国に対するワシントン・コンセンサスによる支配を強化したが、それはまた、グローバルな法制度のオルタナティブ(代替的)な原則を確立することを目指すオルタグローバリゼーション運動の発展の新しい段階をもたらした。アジア危機によって生み出された深刻な状況への反応として、CTTのためのより体系的で組織的なグルーバル・キャンペーンが出現した。この状況対応的な政治的動員は、欧米の主流となっていた新自由主義グローバリゼーションの政治に対する全般的な不満によって強化された。
しかし、CTTに向けた大きな推進力は2003-4年までには失われ、しかもグローバルCTTキャンペーンは分裂した。このキャンペーンの一部の人々は、従来の開発援助の機構を通じた極度の貧困の一掃という目的のために、新たな資金源確保のための最小限の課税というバージョンに賛成し、グローバルな権力関係や法制度の原則を多かれ少なかれそのままにしておくことを選んだ。この人たちは、CTTが新自由主義に適合できるなら、成功の可能性が大きくなると期待した。
ルラ=シラクのレポートとCTT条約草案
2004年に、CTTの最小限課税バージョンがルラ=シラク構想という形で支持を獲得した。これはブラジルとフランスの大統領によって提案され、チリとスペインの大統領、国連事務総長(および国連大学)が提案に加わった。ルラとシラクによる「飢餓と貧困を一掃するための行動(“Action against Hunger and Poverty”)」と題するレポート
は、グローバル基金の調達の必要性にだけ焦点を当てたものではないが、このレポートは支配的な経済理論や政策の有効性を多かれ少なかれ前提にしていると思われる。自由市場を「歪める」ことを避けようとしており、また、通貨取引の多くの部分(いわゆる「マーケットメーキング」取引)を課税対象から除外することを意図していた。

また、ルラ=シラクのレポートは、CTTは出発時点ですべての主要な金融センターがこの制度に参加している場合にのみ実施できると想定している。つまり、米国や他の主要金融センターはこの税の導入に対して拒否権を持つということである。国連のシステムを通じてCTTの何らかのバージョン(新自由主義的なバージョンですら)を実現しようとする試みにも同じことが言える。ルラ=シラクによるどちらかと言えば新自由主義的なバージョンでさえ、CTTは結局のところ、一部の金融機関(特に、銀行)が納付しなければならない税金である。しかも、CTTは容易に、他のグローバル税の先例とされるだろう。それが米国が反対し続けてきた主要な理由の1つである。
ロンドンをベースとする有力な国際的開発NGOである「ウォー・オン・ウォント(貧困との戦い)」をはじめとするいくつかのNGOの提案は
、CTTを各国ごとに徴収され、「1ドル1票」制の原則に基づく自発的なグローバル開発基金によってのみ統一性を与えられるシステムへと転換した。この提案においては、CTTはグローバル税ではなく、単なるもう１つの開発援助となるだろう。
このモデルの実際の効果は限定的であり、既存の体制をそのまま維持するものである。
「国際通貨取引税条約草案」
は、オルタナティブな(既存の体制に代わる)モデルを概括しており、ATTACや世界社会フォーラムのプロセスに参加している多くの団体や運動の希望により近い内容である。このモデルの基本的な前提は、グローバル金融市場は非民主主義的であり、不安定になりがちであるということである。ジェームズ・トービンがすでに1970年に、つまりその後われわれが見てきた無数の金融危機のずっと前に説明していたように、「国民経済および国家の政府は、大きな困難と、国民経済に関わる雇用、生産、インフレに関する政策目標への重大な犠牲を伴うことなしに、通貨間における膨大な資金移動に適応することはできない」。
 

「条約草案」によると、国家間の資金の流れの力を抑制するために、税率は十分に高い水準に設定される。また、グローバル金融は構造的な権力を成している。したがって、CTTは、新しい民主主義的な機関によって管理される多国間で合意されたグローバル税でなければならず、この民主主義的機関は金融の力の影響を緩和できなければならない。十分な数の国家が集まれば、この国家グループがCTT体制を確立することができる。「国際通貨取引税条約」はまた、国家主権を超える時代のグローバルな規制および課税のモデルとなることにより、国際法における1つの突破口となる可能性があり
、他の分野にも応用可能である。
新たに設立されるべきCTT機構は、学習と自己変革の機能を持っていなければならない。CTT機構は、さまざまな意見に対して開かれていなければならず、予期しなかった変化に敏速に対応でき、また、必要に応じて新しい任務を引き受けることができなければならない。さらに、基金の配分に関する決定を行うための公正で、透明で、責任が明確なプロセスが不可欠である。十分な機能を備えた、開かれた民主主義的機関だけがこのような基本的要件を満たすことができる。CTT機構は、その模範的な機構と構想の力によって、グローバルな経済のガバナンス(統治)における新しい民主主義的参加と責任の形態の発展を促進することができるだろう。

2008-9年のグローバル金融危機

CTTを真のグローバル税として実現する –それは同時に、グローバルな法制度の原理を民主主義的に変革することを意味する - 可能性は、このモデルを支持する十分な数の国を集め、締結されるべき条約に関する国際会議を開催する可能性にかかっている。2006年に私は、これが最小限のバージョンでさえ実現するまでには、さらに危機が必要だろうと結論付けた。しかし、私はまた、大きな危機の政治的影響は常に危険なものなので、受動的に次の災禍を待つのは賢明ではないことを指摘した。

正統派の自由主義経済派を批判する何人かの人々が予想していたように
、新たな金融危機が2008年にやってきた。今回は危機は完全にグローバルな危機だった。しかし、それは突然の通貨危機を伴ってはいない。EUを含むすべての国が同時に、住宅市場のバブルの崩壊をきっかけとする金融危機と株価の崩壊に直面している場合は、危機が外為市場における深刻な問題を伴わないことがあり得る。
しかし、2008-9年の危機に先立って外為市場の激しい変動は多発していた。グローバルな観点から見ると、為替レートのシステムは閉じられたシステムである。特定の通貨の価値の変動は常に、他の通貨の価値との関係で起こる。システム全体としてみればゼロサムである。つまり、変動は相互に相殺される関係にある。グローバル金融システム全体の観点から見たときに最も重要なことは、最近の変動は米国ドルの状態に関係している。それは各国の中央銀行や政府の決定や、特にアジアの民間投資家の打算によって左右される。ユーロは、その導入以来、米国ドルに次ぐ2番目の広範に保有されている国際準備通貨である。ユーロは2006年12月現在で流通量が6100億ユーロ以上であり(当時のレートで8020億米ドルに相当する)、流通している現金の総額ではすでに米ドルを上回っていた。2005年8月にユーロとドルの交換レートは1.22だったが、2007年5月には1.34、2009年10月には1.49となっている。
多くの中央銀行にとって、ドルを準備通貨の一部として保有しておくという判断は、米国の消費市場への依存と、米ドルをはじめとするあらゆる通貨が含んでいるリスクに対するヘッジとのバランスを根拠にしている。たとえば、中国は米国(あるいはEU)との貿易紛争のリスクや、ドルの崩壊(およびその結果として、保有する外貨や国債の価値の崩壊)を通じて重大な体制上の問題を押し付けられる可能性を避けたいと考えている。しかし、過剰生産能力の拡大と国内の経済問題の切迫の中で、中国もまた、人民元の低いレートを通じて問題を輸出しようとしている。この誘惑は、広い意味では新自由主義的な相対的競争力と輸出市場・対外投資への信奉に沿っており、米国の単独主義のモデルによって強固に裏付けられている。
民間投資家にとって、通貨への投資についての意志決定は、短期的利益の最大化に関わる問題であり、民間投資家の予想や期待もまた、中央銀行の計算の中で考慮される。したがって、中央銀行は準備通貨を徐々に多様化することを意図しており、米国は世界経済の主要通貨としてのドルの地位を守るために政治的、さらには軍事的手段さえ使おうとするだろうが、いずれ重要な転換点に到達することはありうることである。米ドルの崩壊はグローバル通貨危機をもたらすだろう。
2つの短期的シナリオ
IMFの2009年4月段階における予想によると、2009年の全世界の生産の総計は、購買力平価では対前年比がマイナス1.3%となる。1人あたりの生産は購買力平価では対前年比がマイナス2.50%、市場価格ベースではマイナス3.68%と大幅な低下である。
しかも、このような変化は均等ではない。全体的に、「先進地域」では大幅な収縮が予想され、中欧・東欧諸国でもマイナス成長が予想されるが、「新興」の「発展途上国」では1.6%の低成長が予想される。人口の増加率が経済の成長率を上回っている一部の貧しい地域では、1人当たりの成長率がマイナスになるだろう。失業率はすべての地域で大幅に上昇しており、株式市場がすでに回復しつつある時にも、成長を阻害する要因となっている。
2009年10月のIMFの「World Economic Outlook（世界経済の概況）」はやや楽観的で、2010年の粗生産の伸びを平均3%と予想している。
ゆるやかな回復の兆候にもかかわらず、この回復は主に国家による大規模な緊急対策パッケージを通じた「自動調整メカニズム」によるものであり、基本的には、この先に最悪の状況が待っている可能性は依然として残っている。大恐慌は1929年10月の株価大暴落から始まったが、最悪の状況に達したのは1932-33年冬の米国やその他の国における金融恐慌の後のことだった。自動調整メカニズムや利用可能な政策手段が危機の深刻化を阻止するのに十分でなかった場合、現在のパターンは同様の結末に至る可能性が依然として残っている。しかし、私はこの可能性よりも、1人当たりの生産のマイナス成長という全体的なトレンドの枠内で、徐々に、ぼんやりとした回復が起こる可能性の方が大きいと考える(図1を参照)。

図 1: 世界全体の経済成長の鈍化

[image: image1]
出典: World Development Indicators (WDI) data; and IMF-derived estimate for 2009.

したがって、主に2つのシナリオが考えられる: (i) 比較的早期に、ぼんやりした回復が起こり、その後、これまで通りの新自由主義的なビジネスに戻る (ii) 現在の危機が深く、長期にわたる危機であり、矛盾した適応プロセスに導く。どちらのシナリオが現実になるかに関わりなく、世界の多くの地域で、2009年末から2010年にかけて一層の不運と苦痛が続くだろう。問題は、この苦痛が、現在の支配的な倫理的・政治的文脈の中で、変革を指向する運動のための新たな推進力を生み出すか否かである。OECD諸国の中では、共同的な活動や民主主義的参加は全般的に後退している。グローバルな政治経済の中に深く組み込まれた構造的権力関係もまた、変革を妨げる作用をしている。このことから、(a)1人当たりの生産のマイナス成長が年2-3%の水準を超えない範囲であり、(b) 2010年または遅くとも2011年に危機が終息し、ぼんやりした回復が始まった場合には、既存の構造の中での「改革」の新しいラウンドが始まるだろう。
「回復から新自由主義的なビジネスへの復帰」というシナリオが現実になった場合、この30年間持続してきた「スーパーバブル」は拡大し続け、大恐慌 - 2010年代後半あるいは2020年代前半に予想される – に向かって徐々に条件を整えていくだろう。金融市場が無から富を生み出すことができるという幻想は2008-9に重大な後退を経験したが、人々の記憶は短期間しか続かないし、政府機関やグローバル・メディアを通じた操作に影響されやすい。この場合、危機の主な教訓は、ガバナンス（統治）のどこかの細部が鎖の「弱い環」になっていたということに矮小化されるだろう。「そこを直せば資本主義はうまくいく」
というわけだ。現在の危機はこれまでのどの危機よりも重大かつグローバルであるが、このシナリオが現実になった場合、現在の危機は、後から振り返れば、おそらく2020年ごろに発生すると予想される次の危機よりもはるかに軽微だったとみなされるだろう。
しかし、現在の危機がより深いものだった場合 – 2009年末の時点では、まだその可能性があるが、その可能性はますます小さくなっている- 2つのことが起こるだろう。
· 非協調的な政策に向かう傾向が強まる。特に、危機の深化が通貨危機を伴う場合。この傾向は、資源や市場をめぐる「新帝国」間の競争を激化させ、継続的な軍備競争を加速する。
· グローバルな改革の要求が強まり、よりラディカルになり、CTTやその他のグルーバル税もそれらの要求に含まれるようになる。
このシナリオは2つの相反する傾向の間の弁証法的な関係によって特徴づけられる。それらの傾向は複雑なやり方で相互に反響し合う。つまり、(i)1871-1914年および1920年代の誤りを繰り返す方向へ向かっている一般的な傾向と、(ii)グローバルな持続可能性、公正、民主主義に焦点を当てたグローバルな倫理的・政治的創造性と新しいグローバルな運動の高まりに向かう傾向である。
分散的な市民社会の活動が、CTTや他の関連する、あるいはCTTと同様にグローバルな改革の人間解放的な構想を実現するには不十分であるとすれば、ありうる対応は、このテーマをもっと野心的で体系的なやり方で再考することである。現在の地理的・歴史的条件の下で、どのような倫理的・政治的目標が正当化できるのか、それを実現するためにどの方法が最良なのか? 1つの考えられる発展は、さまざまな有機的知識人や活動家がグローバルな政党の設立に着手し、グローバルな機関の徹底的な改革-もしかすると、慎重な検討に踏まえた民主主義的な世界国家の設立を含む-を提唱することである。

2008-9年金融危機後のトービン税をめぐる動き
政治経済的な存在理由という点では、CTTは3つのことを目的としている。第1に、通貨取引のコストを高くすることによって通貨間の投機的な資金の流れを抑制する。多くの金融取引には2つ以上の通貨が介在しているため、CTTの効果は外為市場にとどまらない。第2に、トービン税は特定の通貨の突然の急下落(または投機的な急騰)の防止に役立つ。第3に、課税と資金移転を通じてグローバルな再分配を可能にし、初歩的な「グローバル・ケインズ主義」的投資政策を可能にする。
2008-9年の世界的経済危機は通貨危機ではなく信用の破綻によってもたらされた。CTTが導入されていたとしても、間接的に株式市場における変動を抑制することによって危機の回避に寄与できただけだったかも知れない。あるいは、特に米国内において中国やその他のアジア諸国の余剰資金を信用バブルに注ぎ込むことが多少は難しくなっていたかもしれない。さらには、危機が発生したときに、グローバルCTT基金を危機の救済や危機の影響への対処のために活用できたかもしれない(ただし、それがCTTの活用の適切な方法であるかどうかは議論の余地がある)。いずれにせよ、他のさまざまな規制措置や政策が導入されていなければ、CTTは2008-9年の危機を防止できなかっただろう。
2008-9年の危機の性格から考えれば、現在のグローバル金融危機が世界規模で草の根レベルでのCTTを求める運動を活性化させなかったのは驚くべきことではないかもしれない。たとえば、各国のATTACは、さらなる新自由主義の展開に対して抵抗することに力を集中した。「ウォー・オン・ウォント」や他のヨーロッパのNGOは、「金融と開発のためのヨーロッパ・ネットワーク」(ENOFAD)を通じて、この危機の中でCTTの最小限バージョンを提案し続けた。
非常に興味深いことに – 一部の人々にとっては驚くべきことに – グローバル金融システムの頂点に立つ人々の間でも、若干の倫理的政治的な検討が行われたようだ。
2009年8月に、ロンドンの金融サービス機構(FSA)の会長のアデール・ターナーが金融取引への課税を提案した。
ターナーは、グローバル金融市場の流れと力を抑制するために総合的な金融取引税と、そのほかの新しい規制を導入することを提案した。大部分の民間金融機関や中央銀行やエコノミストたちは依然としてこの提案に反対しているが
、CTTの提唱者たちはこの提案に飛びついた。2009年9月15日に、ENOFADは「国際金融取引税をピッツバーグ(G20)の議題に」という声明を発表し、国際金融取引税の導入への支持を表明した。この提案はCTTとは多少異なっている。ENOFADによると、この税はすべての国際的金融取引(通貨、株式、およびあらゆる金融派生商品を含む)に対して0.05%の税を課す。
この新しい提案は2009年9月24-25日に開催されたG20の会合で検討された。IMFが次のG20サミットに向けて、金融機関が「銀行システムの修復のための政府の介入に関連する負担に対する公正かつ相当額の寄与を行う」ことを保証するための機構に関する報告を準備することを委託された。
 そのような税による収入の規模や使途は決まっていない。ブラジルの財務相のギド・マンテガによると、ピッツバーグでの閣僚会合では、この収入を発展途上国の経済危機対策を支援するために使うことが話された。もう1つの可能性として、最近のIMFのレポートでは、「大きすぎて潰せない」金融機関の危機に対処するための「救済基金の準備」に充てることが検討されている。

現時点では、この提案は、誰が税を徴収し、その用途を決定するのかについて曖昧にしている。もし国際的金融取引税が実現しても、それが単に金融取引に対して国内で課税することについての国際的合意にすぎないとすれば、各国はその税収を好きなように使うことができる。もしIMFによって調整されるとすれば、この税はIMFの役割の強化、そしてグローバル政治経済のガバナンスにおける「1ドル1票」制の原則の強化につながる可能性がある(2004年頃からIMFは脇役に追いやられていたのだが)。したがって、この提案が新しいグローバル民主主義の機構をもたらすことはないだろう。
結論
国際金融取引税の提案はケインズやトービンのもともとの構想に近づいている。
税率と課税対象によっては、この税はグローバル金融の総量を抑制し、短期的資本の取引の流れを抑制するだろう。それによってこの税は金融市場を安定化させ、国家の経済政策の自律性をある程度高めるだろう。この税は金融危機に対する予防的および補償的なメカニズムとなるだろう。その実現は少なくとも、市民社会の諸組織が主張してきたように、CTTが技術的に実現可能であるだけでなく、有益な効果をもたらすことができるということを証明しているという意味において、市民社会の諸組織にとって重要な勝利である。少なくとも国内において、この税は負担の公正という点で、システムをより公正なものにするだろう。
しかし、国際金融取引税は、トービン税をよりよい世界を作るための手段(「もう1つの世界は可能だ」)として考えてきた市民社会の諸組織の基本的な目的を満たさないだろう。これらの諸組織の野心的な目標は、グローバル公共財のための基金を作り出すことにあった。それは、たとえば世界の極端な貧困を削減するためや、グローバルな社会政策のプログラムを進めるため、あるいはグローバル・ケインズ主義的な経済政策のための基金である。さらに、その人間解放的な構想は、グローバル金融市場や、それに支援されて解き放たれ強化されてきた強欲者たちの権力に対する一定のグローバル民主主義的な統制を可能にし、社会的・エコロジー的な責任と共有的な機関を増進する方向への流れの転換を可能にすることを目指してきた。
このようにグローバルな統制の弁証法は、改革派の人たちが望んでいるのとは異なる形を取るかも知れない。また、国際金融取引税が新しい危機が発生する条件の蓄積を防止できるかどうかは不確かである。税が新種の信用や金融の総合的な規制によって補完されている場合にだけ、新しいグローバル金融危機の可能性を大幅に低下させることができる。また、主要な問題の1つは、国際金融取引税がグローバルな税として導入され、国家主権を超える時代のグローバルな規制および課税のモデルとなるのかどうかである。そうならないのなら、初めてのグローバル税を実現するための挑戦は他の分野で、もっとも現実的な可能性としては温室効果ガス排出に対するグローバル税をめぐって継続されるだろう。その一方で、2010年代には、新しい形態の政治的機関が徐々に姿を現し、次の世界政治の時代の舞台を準備するだろう。
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